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リフレッシュとくしまプランの推進状況

平成１６年２月
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リフレッシュ戦略Ⅰ 「情報公開・手続」改革

～県民との信頼関係を構築し、開かれた県政を実現する～

(1) 県政情報の積極的な提供

情報提供施策の推進に関する要綱の制定 所管部局 企画総務部推進項目 １

・ 情報提供施策の推進に関する要綱」を施行（平成１６年１月）主な推進状況 「

パブリシティマニュアル(広報活動手引き)の作成 所管部局 企画総務部推進項目 ２

パブリシティマニュアルの作成（平成１６年３月予定）主な推進状況 ・

ホームページ等を使った広報の充実 所管部局 企画総務部推進項目 ３

・ホームページのリニューアル（平成１５年６月）
トップページのレイアウト刷新、分野別等のサブトップページの新設、
読み上げ・文字の拡大表示ソフトの導入、検索システムの強化、動画配主な推進状況
信システムの導入、魅力のある地域資源の情報発信等

・ホームページの充実
動画配信の充実、パブリックコメント等意見募集欄の新設や外国語版ホ
ームページの開設等（平成１６年度予定）

メールマガジンの発行 所管部局 企画総務部推進項目 ４

・徳島県メールマガジン「とくめる」の発行（創刊号 平成１５年１０月、主な推進状況
１ヶ月に２回）

審議会等の公開等 所管部局 関係各部推進項目 ５

・設置及び運営に関する要綱の策定（平成１５年１２月）主な推進状況

(2) 公文書公開制度の適正な運用

推進項目 ６ 企画総務部 関係各部情報公開制度の適正な運用 所管部局 ､

・県の出資法人（５０％以上出資２２法人）において、情報公開制度を完全主な推進状況
実施(平成１５年４月）

推進項目 ７ 企画総務部 関係各部個人情報の保護 所管部局 ､

・県の出資法人（５０％以上出資２１法人）において、平成１６年４月より主な推進状況
個人情報保護制度を実施予定

業務に関する要望、意見等に対し適正に対応する 所管部局 企画総務部推進項目 ８
ための制度の導入

・制度設計（平成１６年４月実施予定）主な推進状況
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(3) 県民サービスの向上

３リー（ﾌﾘｰ､ﾀｲﾑﾘｰ､ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ）運動の展開 所管部局 関係各部推進項目 ９

・県民利用施設の点検評価（利用者ニーズ把握の実施）主な推進状況

推進項目 １０ 県民環境部、関係各部県民相談の充実 所管部局

全ての県民サービスセンター（本庁及び７合同庁舎）に県政広聴員を配置・
主な推進状況 ・県民サービスセンターの県民向けＰＲを実施（ＯＵＲとくしま、ＰＲパン

フレット）

医療機関情報のデータベースの整備 所管部局 保健福祉部推進項目 １１

・医療情報データシステムの供用開始（平成１５年４月「医療とくしま情報
箱 ）主な推進状況 」
・運用実績に基づくシステム改修の検討
・システムの周知、普及のための広報

(4) 県民ニーズの的確な把握と反映

知事対話の実施 所管部局 企画総務部推進項目 １２

・ とくしま円卓会議」の開催（平成１５年１２月１４日）「
「 （ ）」 （ 、 、・ しゃべり場とくしま 地域別 の開催 平成１５年１２月６日 １３日

主な推進状況 平成１６年２月８日）
・ しゃべり場とくしま（年代別 」の開催（平成１５年９月２日、１１月「 ）
１５日、平成１６年３月７日）

県政モニター制度の見直し 所管部局 県民環境部推進項目 １３

インターネットを活用したモニターアンケート制度の検討とシステム開発主な推進状況 ・
（平成１６年４月運用予定）

(5) 政策形成過程への県民参加の促進

パブリックコメント制度の本格導入 所管部局 県民環境部推進項目 １４

オープンとくしま・パブリックコメント制度に関する要綱制定・実施（平・
主な推進状況 成１５年８月施行）

・平成１５年度におけるパブリックコメント実施案件 １４件（予定）

ワークショップの実施 所管部局 県土整備部推進項目 １５

・モデル事業の積極的な推進主な推進状況
（月見ヶ丘海浜公園（仮称）ワークショップ他１９箇所）
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(6) 公共事業等の入札及び契約手続きの適正化

推進項目 １６ 企画総務部 農林水産部 県土整備部電子入札システムの導入 所管部局 ､ ､

・電子入札システム基本設計の実施（平成１５年度）主な推進状況
・電子入札システムの一部導入（平成１６年度予定）

推進項目 １７ 農林水産部、県土整備部入札制度の改革 所管部局

・入札監視委員会の審議対象を１億円以上から県発注の全工事に拡大
・入札監視委員会に談合防止に資するための公正入札審査部会を設置主な推進状況
・設計金額２億円以上の工事での一般競争入札を実施予定（平成１６年度）

リフレッシュ戦略Ⅱ 「協働・参画」改革

～行政の役割分担を明確にし、新たな連携・協働を推進する～

(1) 参加と協働による地域づくりの推進

推進項目 １８ 県民環境部、県土整備部アドプトプログラムの推進 所管部局

アドプトプログラムへの参加団体が、着実に増加・
（ ）H14 387 H15 12 31 410年度末 団体 → 年 月 日現在 団体
・ ㎞OUR 4 12 57 1771 107.7ﾛｰﾄﾞｱﾄﾞﾌﾟﾄ 市 町村 団体 人事業
・ ㎞主な推進状況 ﾘﾊﾞｰｱﾄﾞﾌﾟﾄ 市 町 団体 人OUR 4 10 58 3485 70.7事業
・ １ ㎞OUR 1 3 630 1.9ﾎﾟｰﾄｱﾄﾞﾌﾟﾄ 市 町 団体 人事業
・ ㎞OUR 1 1 250 0.5ﾊﾟｰｸｱﾄﾞﾌﾟﾄ 市 団体事業 人
( ) ㎞H15.11.17 4 19 119 6236 170.8計 市 町村 団体 人

参加と協働による地域づくりの推進 所管部局 県民環境部推進項目 １９

・地域活性化統合補助金の交付 ６３事業 ４６団体（平成１５年１２月末
現在）主な推進状況
・地域にぎわい創出補助金の創設（平成１６年度予定）

地域の魅力づくりの推進（ﾛｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの推進） 所管部局 商工労働部推進項目 ２０

・徳島県ロケーションサービスのホームページ立ち上げ（平成１５年４月）
・エキストラバンク登録者（平成１５年１２月末現在）１８０人主な推進状況
・平成１５年度ロケ支援実績（平成１５年１２月末現在）２１件

地域福祉計画の策定支援 所管部局 保健福祉部推進項目 ２１

（ ）・地域福祉計画 徳島県地域福祉支援計画骨子案作成 平成１６年３月予定
徳島県社会福祉審議会に地域福祉部会（仮称）設置（平成主な推進状況
１６年３月予定）

地域が育てる学校づくりの推進 所管部局 教育委員会推進項目 ２２

主な推進状況 ・ マイスクール推進委員会」設置校の拡大「
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(2) ＮＰＯ・ボランティア等との連携強化

推進項目 ２３ 企画総務部 県民環境部ＮＰＯ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動等支援のための条例制定 所管部局 ､

・徳島県社会貢献活動の促進に関する条例（仮称）の制定・施行予定主な推進状況
・社会貢献活動促進事業の創設（平成１６年度予定）

ＮＰＯ・ボランティア等との連携・協働 所管部局 県民環境部推進項目 ２４

・とくしまＮＰＯフォーラムの開催（平成１５年１１月８、９日）
主な推進状況 ・ＮＰＯ法人累計認証数

（ ） （ ）３７団体 平成１４年１２月末 →５８団体 平成１５年１２月末現在

(3) 市町村との対等・協力関係の構築

市町村への権限移譲等の推進 所管部局 関係各部推進項目 ２５

・平成１６年度から、３事務を延２５市町村に移譲する予定主な推進状況

推進項目 ２６ 農林水産部、県土整備部市町村との連携強化（公共事業重点化） 所管部局

・評価対象をすべての県営事業に拡大（農林水産部）
・評価対象に特別会計事業を追加（県土整備部）主な推進状況
・県土整備部公共事業重点化検討委員会（３回開催）

市町村合併の支援 所管部局 県民環境部推進項目 ２７

・麻植郡４町村の合併により吉野川市実現（平成１６年１月の総務大臣告示
により確定）
・あわ北合併協議会、丹生谷合併協議会の設置（この結果、県内法定協議会主な推進状況
は８、参加町村は３０）
・徳島県市町村合併支援プランの改定
・市町村合併特別交付金の交付（平成１６年度予定）

(4) 他府県等との広域連携の推進

他府県等との連携強化 所管部局 企画総務部推進項目 ２８

・知事会等への参加
、 、主な推進状況 ・新国土軸 地域連携軸上の連携・交流を深めるためイベントの開催や支援

調査事業等を実施

道州制などの広域自治体についての検討 所管部局 企画総務部推進項目 ２９

・四国４県担当者による広域自治体の将来像等についての勉強会を開催主な推進状況
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(5) 民間等との協働システムの構築

民間委託の推進 所管部局 関係各部推進項目 ３０

主な推進状況 ・外部委託を推進するための指針（仮称）の検討

規制緩和の推進（構造改革特区構想の検討） 所管部局 企画総務部推進項目 ３１

・国の構造改革特区として３件が認定主な推進状況
・県版構造改革特区についての検討

知的クラスターの創成 所管部局 商工労働部推進項目 ３２

・平成１５年４月に「知的クラスター本部」を設置
・平成１５年７月に「徳島地域 地域クラスター推進協議会」が発足主な推進状況
・地域クラスター推進フォーラムの開催（平成１６年３月予定）

推進項目 ３３ 企画総務部 商工労働部、教育委員会大学との連携 所管部局 ､

・連携協議会（大学と自治体との情報交換）
鳴門教育大学との「鳴門教育大学地域連携協議会」発足

・県内５大学との連絡協議会（教育分野での連携）主な推進状況
連携に関する連絡協議会及び専門部会を設置し、平成１６年度からの取
組について協議

・高等教育機関学生のインターンシップ受け入れ：２３名

ＰＦＩの推進 所管部局 企画総務部推進項目 ３４

・ＰＦＩ講習会の開催、ＰＦＩ導入マニュアルの周知主な推進状況

(6) 外郭団体等の見直しと運営改善

外郭団体等の見直しと運営改善 所管部局 関係各部推進項目 ３５

・県出資比率２５％以上の４２団体について団体の問題点と今後の方向性を主な推進状況
公表（平成１５年１０月）

リフレッシュ戦略Ⅲ 「組織・経営」改革

～県民の目線に立って、新たな行政経営を推進する～

(1) ＩＴの活用による県民の利便性の向上

①情報通信基盤の整備

県域高速情報通信サービスの実現 所管部局 県民環境部推進項目 ３６

・県庁～主要出先機関間の新回線への移行（平成１６年１月）主な推進状況
・総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の接続（平成１６年１月）
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住民基本台帳ネットワークシステムの整備 所管部局 県民環境部推進項目 ３７

・一般旅券の新規発給等の事務について住基ネットの利用開始（平成１５年
４月）主な推進状況
・第２次稼働を施行（平成１５年８月）

総合行政ネットワークの整備 所管部局 県民環境部推進項目 ３８

・県と市町村との間での電子公文書の交換開始（平成１５年度）主な推進状況

教育の情報化の推進（ｅ－ラーニング） 所管部局 教育委員会推進項目 ３９

・総合教育センター（仮称）情報処理システムのアプリケーションソフトの
開発、館内ＬＡＮの整備主な推進状況
・教育情報ネットワークシステムの接続調査
・校内ＬＡＮの整備の拡大

②電子県庁の推進

地方税の電子申告等の導入 所管部局 企画総務部推進項目 ４０

・地方公共団体による「地方税電子化協議会」の設立、同協議会への参加主な推進状況
（平成１５年８月）

推進項目 ４１ 企画総務部、県民環境部電子文書管理システムの導入 所管部局

・ＬＧＷＡＮ及び電子申請事務に対応する限定的な電子文書管理システムを主な推進状況
開発（平成１５年度）

推進項目 ４２ 県民環境部、関係各部個別業務のシステム化 所管部局

・新給与システム
主な推進状況 プログラム開発

・予算編成支援システム
平成１６年度当初予算から本格導入

電子機器利用による選挙システムの整備 所管部局 選挙管理委員会推進項目 ４３

主な推進状況 ・市町村に対する電子投票制度の説明及び周知

推進項目 ４４ 企画総務部 県民環境部ナレッジマネジメントシステムの構築 所管部局 ､

・庁内ＬＡＮ活用により情報の共有化を推進主な推進状況
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物品調達システムの整備 所管部局 企画総務部推進項目 ４５

・各種システムに関する調査及び検討主な推進状況
・公用車の一括購入を実施

推進項目 ４６ 県民環境部、関係各部申請・届出手続きのＩＴ化 所管部局

・平成１６年度運用開始に向け、道路占用許可など１８手続を開発主な推進状況
（平成１７年度１９手続、平成１８年度３３手続運用開始予定）

(2) 県民の目線に立った組織機構の改革

①出先機関の再編・機能強化

出先機関の再編・機能強化 所管部局 関係各部推進項目 ４７

・出先機関再編検討委員会を設置、再編の方向性について検討
・再編の中間報告の公表（平成１６年２月）主な推進状況
・再編の最終報告の公表（平成１６年６月予定）

②危機管理体制の構築

総合的な危機管理体制の構築 所管部局 関係各部推進項目 ４８

・県民環境部内に防災局を設置（平成１５年９月）
・徳島県感染症マニュアル（平成１５年３月策定）について、平成１５年
１１月の関係法改正を受け、改定作業中
・徳島県健康危機管理マニュアルの策定（平成１５年度末予定）主な推進状況
・現況のダム管理体制及び危機管理体制に関する課題整理
・防災センターの竣工（平成１６年３月予定）
・防災局を知事直轄組織とし、危機管理体制を強化（平成１６年４月予定）

③高校教育改革等の推進

教育機関の機能強化（総合教育センターの開所） 所管部局 教育委員会推進項目 ４９

・総合教育センター開所に向けての準備（平成１６年秋開所予定）主な推進状況

特色・魅力ある学校づくりの推進 所管部局 教育委員会推進項目 ５０

・新野高校、鳴門第一高校における総合学科制への移行
・平成１６年度生徒募集における前期・後期選抜検査の実施主な推進状況
・城ノ内中学校開校のための準備
・川島高校における中高一貫教育の導入（平成１８年度）の決定
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④警察改革の推進

警察行政の透明性の確保と自浄機能の強化（情報 所管部局 警察本部推進項目 ５１
公開、情報提供、苦情処理）

・県警察ホームページで警察署ごとの管内の治安状況やトピックス等の情報主な推進状況
提供を開始（毎月１日に更新）

県民のための警察の確立（警察署協議会設置、街 所管部局 警察本部推進項目 ５２
頭犯罪対策）

・任期満了に伴い、警察署協議会委員（県下１５署・計９８名）を選任した
結果、女性委員（４３名）の比率が全国一位
・弁護士等と連携し、ヤミ金融対策及び民事介入暴力を研究課題とした民事
介入暴力対策研究会を開催主な推進状況
・児童・生徒の問題行動に悩む学校現場や家庭へのサポートの実施等を目的
とした「阿波っ子スクールサポートチーム」(ＡＳＳＴ)を県教育委員会と
連携して組織し、運用を開始

新たな時代の要請に応える警察の構築（申請手続 所管部局 警察本部推進項目 ５３
き簡素化等）

・優良運転者を対象として更新場所を任意に選択できる管轄区域外更新申請
制度の運用開始主な推進状況
・国道１９２号上鮎喰橋から元町間で公共車両優先システム運用開始

警察活動を支える優秀かつ多様な人材の確保･育成 所管部局 警察本部推進項目 ５４

・情報処理技術者の採用主な推進状況
・専科教養期間の延長

(3) 政策主導型の県政運営を目指したトップマネジメントの構築

総合的、戦略的な政策マネジメントの強化 所管部局 企画総務部推進項目 ５５

・庁議を公開するとともに、知事発言及び議事録をＨＰに公開
・ カモンとくしま」アドバイザリー・スタッフの設置、知事との意見交換主な推進状況 「
会実施（３回）

オンリーワン徳島実現のための新たな行動計画の 所管部局 企画総務部推進項目 ５６
策定・推進

主な推進状況 ・オンリーワン徳島実現のための新たな行動計画策定（平成１６年３月）

国への政策提言・要望の実施 所管部局 企画総務部推進項目 ５７

・ 徳島の提言・要望」を平成１５年６月に６０項目と１２月に４９項目を主な推進状況 「
取りまとめ、国への要望活動を実施
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(4) 成果志向に立った行政マネジメントシステムの推進

政策評価システムの本格導入及びその充実 所管部局 企画総務部推進項目 ５８

・ 徳島県政策評価推進員設置要綱」の施行「
・ 徳島県政策評価システム推進要綱」の施行主な推進状況 「
・評価結果の公表方法及び公表時期の改善
・外部意見の聴取（県政モニターアンケート）の実施

目標マネジメントシステムの導入 所管部局 企画総務部推進項目 ５９

主な推進状況 ・目標マネジメントシステムの制度研究

環境マネジメントシステムの推進 所管部局 県民環境部推進項目 ６０

・出先機関（合庁以外）へのシステム展開について、今後の方針を検討主な推進状況
・環境会計の導入の可能性について調査研究を実施

学校評価システムの導入 所管部局 教育委員会推進項目 ６１

・学校評価に関するガイドラインの策定（平成１５年度末）主な推進状況

(5) 経営力を高める組織機構の改革

①組織のスリム化・効率化

出先機関のスリム化・効率化（再編・統合） 所管部局 関係各部推進項目 ６２

・財務事務所、保健所、福祉事務所、農林事務所、農業改良普及センター、
土木事務所
出先機関の総合事務所化に向け、再編の方向性について検討

・女性支援センター
児童相談所内へ移転（平成１６年３月末予定）

・テクノスクール
県職業能力開発審議会の中に小委員会を設け 「企業の求める人材育成、

主な推進状況 につながる科目の再編 「中央テクノスクール（仮称）の適地」につい」
ての審議を実施

・家畜保健衛生所
ＢＳＥ、高病原性鳥インフルエンザなど最近の国内外における家畜伝染
病等の発生状況を踏まえ、適切な家畜防疫等が確保できる体制等につい
て検討

・農業改良普及センター
農業改良助長法の改正(平成１６年度改正予定)等を見据え、法改正後の
農業改良普及センター及び農業改良普及事業のあり方について検討



- 1 0 -

出先機関のスリム化・効率化（廃止） 所管部局 関係各部推進項目 ６３

・身体障害者福祉センター
身体障害者更生施設の休止（平成１５年４月）

主な推進状況 ・西祖谷山診療所
西祖谷山村に移管（平成１６年度）廃止（平成１５年度 、）

・保育専門学院
廃止（平成１６年４月予定）

出先機関のスリム化・効率化（機能見直し） 所管部局 関係各部推進項目 ６４

・保健環境センター
（ ）先天性代謝異常検査の外部委託 平成１５年７月より委託先で検査実施

・あさひ学園
県立障害者福祉施設見直し検討会の設置

・日和佐老人ホーム
徳島県立日和佐老人ホームのあり方検討会を設置、具体的な検討の開始

主な推進状況 ・農業改良普及センター
農業改良普及活動を幅広い視野で適切に評価し、その評価結果を今後の
普及活動に的確に反映していくため、県下４農業改良普及センターにお
いて、普及事業外部評価委員会による事業評価を実施

・漁業用牟岐無線局
運営費の県負担割合を６５％から６０％へと見直し
業務内容、運営方法、組織体制等について検討

試験研究機関の見直し 所管部局 関係各部推進項目 ６５

・保健環境センター
徳島県保健環境センター試験研究評価等検討委員会を設置、検討
徳島県保健環境センターのあり方検討委員会を設置、検討

・農林水産総合技術センター
主な推進状況 試験研究評価制度の充実に向けての検討

研究課題の設定について検討
「研究・普及・教育」の協働システムの構築に向けての検討

・工業技術センター
平成１５年７月に、試行として中間評価と事後評価を実施
平成１６年２月（予定）に事前評価を本格実施

警察署及び交番・駐在所の見直し 所管部局 警察本部推進項目 ６６

・関係課による警察署等再編検討チームを設置し、再編整備方針の素案作成主な推進状況
等の作業を継続実施

②新たな職員数の削減への取組

職員数の削減 所管部局 企画総務部推進項目 ６７

・１８名削減（平成１５年度）
主な推進状況 ・知事部局全体の事業量の動向や退職者数などを勘案して、前年比で２０名

削減することを目標に計画的な採用を実施
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③柔軟で機動的な組織の構築

組織の大括り化 所管部局 企画総務部推進項目 ６８

出先機関の総合事務所化に向け、再編の方向性について検討主な推進状況 ・

④県立施設の効率的な運営

県立施設の効率的運営 所管部局 関係各部推進項目 ６９

・公の施設改革指針の検討（平成１６年６月策定）主な推進状況

県立福祉施設の運営方法の見直し 所管部局 保健福祉部推進項目 ７０

・県立障害者福祉施設見直し検討会の設置
・徳島県立日和佐老人ホームのあり方検討会の設置主な推進状況
・徳島県立軽費老人ホーム千秋園のあり方検討会の設置

⑤審議会等の見直し

審議会等の見直し 所管部局 関係各部推進項目 ７１

・設置及び運営に関する要綱の策定（平成１５年１２月）主な推進状況

リフレッシュ戦略Ⅳ 「財政運営」改革

～財政の健全性を確保し、持続可能な財政運営を図る～

(1) 中長期的視点に立った財政運営

財政健全化推進プログラムの改定・実行 所管部局 企画総務部推進項目 ７２

主な推進状況 ・財政健全化推進プログラムの改定に向けた取組を推進

財政中期展望の作成 所管部局 企画総務部推進項目 ７３

主な推進状況 ・とくしま財政中期展望の作成・公表（平成１６年２月）

(2) 効果的・効率的な予算編成と予算執行

①効果的・効率的な予算編成

政策評価システムによる事業の選択と集中 所管部局 企画総務部推進項目 ７４

・事業の見直しの状況
主な推進状況 廃止 ２１２事業、休止 ３１事業、終期設定 ２９事業

統合 １０５事業、縮小 ６１９事業、その他の改善 ２２１事業

予算編成支援システムの構築 所管部局 企画総務部推進項目 ７５

主な推進状況 ・予算編成支援システム開発・運用（平成１６年度当初予算から本格導入）
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②コスト縮減の徹底

推進項目 ７６ 企画総務部、関係各部行政コストの削減 所管部局

主な推進状況 ・行政コストの削減に向けた取組を推進

推進項目 ７７ 農林水産部、県土整備部公共工事のコスト縮減 所管部局

・ 公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」に基づくコストの縮減「
主な推進状況 （縮減実績）コスト縮減率１０．２％（平成１４年度）

（代表事例）一般国道４３８号道路改築事業、龍谷通常砂防事業（平成
１５年度）

(3) 地方税財源充実の取組

地方税財源充実のための国への提言 所管部局 企画総務部推進項目 ７８

主な推進状況 ・地方税財源の充実強化について提言

県税収入の確保 所管部局 企画総務部推進項目 ７９

主な推進状況 ・個人県民税の市町村との共同徴収の強化（平成１５年度：２５市町村）
・車検時徴収制度導入への国への提言

(4) 県有財産の有効活用と適正な管理

県有財産のストックマネジメント 所管部局 企画総務部推進項目 ８０

主な推進状況 ・未利用財産データバンクの導入検討
・未利用財産の新たな処分手法の調査及び検討

公用車管理の効率化 所管部局 企画総務部推進項目 ８１

主な推進状況 ・リース制度や出先機関での公用車の集中管理についての調査及び検討
・公用車の貸出範囲の拡大の検討

推進項目 ８２ 県民環境部、関係各部エスコ（ＥＳＣＯ）事業の導入 所管部局

主な推進状況 ・ＥＳＣＯ事業普及のための講演会等を実施

(5) 企業会計等の健全化

①病院事業の経営の健全化

病院事業の経営健全化の推進 所管部局 保健福祉部推進項目 ８３

主な推進状況 ・ 徳島県病院事業経営監理委員会」を設置（平成１５年８月）「
・中央病院の検体検査業務を全面委託（平成１６年２月）
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効率的で質の高い医療供給体制の整備 所管部局 保健福祉部推進項目 ８４

・海部病院総合医療情報システムの設置（平成１５年度 、運用開始（平成主な推進状況 ）
１６年度）

②企業局の経営の効率化

長期経営計画の策定 所管部局 企業局推進項目 ８５

主な推進状況 ・ 徳島県企業局長期経営計画」を策定「

未売却用地の有効活用 所管部局 商工労働部推進項目 ８６
工業団地のリース方式の導入と対象業種の拡大 企業局（ ）

主な推進状況 ・製造業に限定していた対象業種を流通業等を含めた業種拡大の検討（平成
１５年度内に決定予定）

駐車場事業の効率化 所管部局 企業局推進項目 ８７

主な推進状況 ・ 徳島県企業局長期経営計画」を策定「

③特別会計の健全化

推進項目 ８８ 農林水産部、県土整備部特別会計の健全化 所管部局

・県有林県行造林特別会計
県営林の長期整備・保全計画の策定に向けた林分データの収集（平成
１６年度まで）

主な推進状況 県営林素材生産事業の委託の推進（収穫調査、素材生産事業の実施監督
等の事務の効率化）

・港湾等整備事業特別会計
平成１４年度末日を基準日とする、普通会計と公営企業会計等を含めた
徳島県全体のバランスシートを作成、公表

(6) 財政関係情報の提供

財政情報の積極的な提供 所管部局 企画総務部推進項目 ８９

主な推進状況 ・とくしま予算読本の作成
・県ホームページによる財政状況や予算の公表

バランスシートや行政コスト計算書の作成、公表 所管部局 企画総務部推進項目 ９０

主な推進状況 ・バランスシート、行政コスト計算書の作成、公表（平成１６年１月）
・キャッシュフロー計算書の作成（平成１６年度）
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リフレッシュ戦略Ⅴ 「人財・意識」改革

～職員の意識を改革し、新たな時代に対応した人材を育成する～

(1) 職員の意識改革

リフレッシュ・プロジェクトの推進 所管部局 全部局推進項目 ９１

主な推進状況 ・新プランの策定･公表･周知
・改革出前講座の実施（１２回）

(2) 職員倫理の確立

倫理条例の制定 所管部局 企画総務部推進項目 ９２

主な推進状況 ・倫理条例の制定（平成１５年１０月公布）
・倫理規則の制定（平成１６年１月公布）

業務改善・公益通報制度の導入 所管部局 企画総務部推進項目 ９３

・業務改善･公益通報制度の導入（平成１６年４月予定）主な推進状況

(3) 人材育成のビジョンに立った人事・研修制度の推進

①能力開発型研修の充実

能力開発型研修の充実 所管部局 企画総務部推進項目 ９４

・受講者のニーズや新たな行政課題に対応した研修科目の充実（政策評価に
主な推進状況 よる政策形成基礎、公共マーケティング研修など選択科目の充実、住民と

の協働手法（ワークショップ）講座、プレゼンテーション講座の新設）
・通信研修への「ｅ－ラーニング」の導入（平成１６年度予定）

②人を育てる人事制度の改革

職種間の流動化の促進 所管部局 企画総務部推進項目 ９５

主な推進状況 ・引き続き職種間の流動化を推進

庁内公募制の導入 所管部局 企画総務部推進項目 ９６

・Ｊリーグ推進プロジェクトチーム推進員について庁内公募を実施
主な推進状況 ・平成１６年度定期人事異動において、国民文化祭開催準備業務等の特定の

プロジェクトに係る業務及び長期派遣研修について、庁内公募を実施

女性職員の能力活用 所管部局 企画総務部推進項目 ９７

主な推進状況 ・女性職員の一層の能力活用を目指した行動計画を策定（平成１６年３月予
定）
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企画総務部、教育委員会、警察本部推進項目 ９８ 能力・成果重視の評価・給与システムの構築 所管部局

主な推進状況 ・能力･成果重視の評価･給与システム構築に向け検討
・教員の評価に関する調査研究

推進項目 ９９ 企画総務部、教育委員会民間の人材の活用（校長への民間人任用等） 所管部局

・一般職の任期付採用に関する条例の制定（平成１６年１月施行）
・民間人校長を任用し、藍住東小学校、川内中学校、徳島北高校へ１名ずつ主な推進状況
配置

③人を育てる職場環境づくり

働きやすい職場環境づくり 所管部局 企画総務部推進項目 １００

・県庁舎内分煙計画改正（平成１６年３月予定）主な推進状況


